
平成十七年経済産業省令第八号

経済連携協定に基づく経済産業省の所掌事務に係る物資の関税割当制度に関する省令

経済上の連携の強化に関する日本国とメキシコ合衆国との間の協定に基づく関税割当制度に関する政令（平成十七年政令第三十五号）第

一条第十一項の規定に基づき、経済上の連携の強化に関する日本国とメキシコ合衆国との間の協定に基づく経済産業省の所掌事務に係る物

資の関税割当制度に関する省令を次のように制定する。

（関税割当申請書）

第一条　経済連携協定に基づく関税割当制度に関する政令（平成十七年政令第三十五号。以下「令」という。）第二条第一項及び第二項に

規定する関税割当申請書の様式は、様式第一によるものとし、その提出部数は、一通とする。

（関税割当証明書）

第二条　令第二条第七項に規定する関税割当証明書（以下「証明書」という。）の様式は、様式第二によるものとする。

第三条　削除

（証明書の分割）

第四条　令第二条第五項及び第六項の規定により割当てを受けた者がその割当数量（この条の規定により分割された割当数量を含む。）を

分割し、その分割した数量に応じて証明書（この条の規定により分割された証明書を含む。以下同じ。）の分割を申請しようとするとき

は、様式第四による関税割当証明書分割申請書一通に当該証明書を添えて、経済産業大臣に提出しなければならない。

２　経済産業大臣は、前項の申請書を受理した場合において、分割の必要があると認めるときは、分割した証明書を交付するものとする。

（証明書の返納）

第五条　令第二条第五項及び第六項の規定により割当てを受けた者は、当該割当数量又はその残存数量（割当数量から割当てに係る貨物の

輸入数量を差し引いた数量をいう。）に係る貨物の輸入を希望しなくなったとき、又は証明書の有効期間が満了したときその他当該貨物

の輸入をすることができなくなったときは、遅滞なく、当該証明書を経済産業大臣に返納しなければならない。

（公表）

第六条　経済産業大臣は、前各条に規定するもののほか、関税割当申請書の提出の時期及び提出先、添付書類その他手続に関し必要な事項

並びに割当ての基準に関する事項を定めて公表するものとする。

附　則

この省令は、関税暫定措置法の一部を改正する法律（平成十六年法律第百四十二号）の施行の日から施行する。

附　則　（平成一九年三月三一日経済産業省令第三一号）

この省令は、平成十九年四月一日から施行する。

附　則　（平成二四年二月一五日経済産業省令第八号）

（施行期日）

第一条　この省令は、平成二十四年二月二十七日から施行する。

（経過措置）

第二条　平成二十四年四月三十日までは、第一条の規定による改正前の経済連携協定に基づく経済産業省の所掌事務に係る物資の関税割当

制度に関する省令第三条の規定による証明書の有効期間の延長に係る申請及び同省令第四条の規定による証明書の分割に係る申請につい

ては、なお従前の例による。

附　則　（平成二八年三月一〇日経済産業省令第一六号）

この省令は、平成二十八年四月一日から施行する。

附　則　（平成三〇年一二月二八日経済産業省令第七五号）

この省令は、関税法施行令等の一部を改正する政令（平成二十九年政令第六号）の施行の日から施行する。

附　則　（令和二年一二月二八日経済産業省令第九二号）

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

第二条　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式（次項において「旧様式」という。）により使用されている書類（第九

十二条による改正前の電気事業法等の一部を改正する等の法律の施行に伴う経過措置に関する省令様式第十三を除く。）は、この省令に

よる改正後の様式によるものとみなす。

２　この省令の施行の際現にある旧様式による用紙（第九十二条による改正前の電気事業法等の一部を改正する等の法律の施行に伴う経過

措置に関する省令様式第十三を除く。）については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（令和四年五月二三日経済産業省令第四九号）

この省令は、公布の日から施行する。
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様式第１

様式第1（平28経産令16・全改、令2経産令92・一部改正） 原産地メキシコ合衆国 経済連携協定に基づく経済産業省の 根拠法規所掌物資の関税割当制度に関する省 令第1条 主務官庁経済産業省 関税割当申請書 経済産業大臣殿 申請者氏名（名称）法人番号 申請者住所電話番号 代表者名資格 申請年月日 申請の明細 関税率表番号品名数量及び単位 注1用紙の大きさはA列4番とすること。 注2―①資格欄には、法人にあっては、「代表権者」と記載する。なお、代表権者から権限を委任されている受任者が申請する場合には、「受任者」と記載する。 注2―②資格欄には、個人事業者にあっては、「本人」と記載する。  

2



様式第２

様式第2（平28経産令16・全改） 表面 原産地メキシコ合衆国 経済連携協定に基づく経済産業省の 根拠法規所掌物資の関税割当制度に関する省 令第2条 主務官庁経済産業省 関税割当証明書 証明書番号法人番号 割当年月日期間満了日 割当を受けた者 の氏名（名称） 割当を受けた者 の住所電話番号 証明の内容 関税率表番号品名数量及び単位 その他の事項 経済産業大臣印 裏面 通関状況 （品名） 税関申告番号及関税割当数量許可年月日及び 通関数量 び申告年月日の残存数量税関押印 
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様式第３　削除
様式第４

様式第4（平28経産令16・全改、令2経産令92・一部改正） 原産国メキシコ合衆国 経済連携協定に基づく経済産業省の 根拠法規所掌物資の関税割当に関する省令第 4条 主務官庁経済産業省 関税割当分割申請書 経済産業大臣殿 申請者氏名（名称）法人番号 申請者住所電話番号 代表者名資格 申請年月日 申請の明細 割当数量の分割の内容 関税割当証明書番号 ⅠⅡⅢⅣⅤ ⅥⅦⅧⅨⅩ 分割の理由 注1用紙の大きさはA列4番とすること。 注2―①資格欄には、法人にあっては、「代表権者」と記載する。なお、代表権者から権限を委任されている受任者が申請する場合には、「受任者」と記載する。 注2―②資格欄には、個人事業者にあっては、「本人」と記載する。  
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